


 
 
限度割合を設けず損金に算入できる制度とすべきである。 

 
２． 国税不服申立制度の見直し（不服申立期間）について 

［要望内容］ 

不服申立期間を３月以内ではなく６月以内に延長すべきである。 

［要望理由］ 

大綱では「不服申立期間を処分があったことを知った日の翌日から３月以内（現行２月

以内）に延長する」見直しが行われているが、６月以内に延長すべきである。 

不服申立の準備は処分庁が処分を行い、処分理由を明らかにされて初めて可能になるも

のであることを考えると、３月以内は十分な準備期間とはいえない。 

審査請求も取消訴訟も国民の権利利益の救済という点で異なるものではなく、説得力の

ある書面の準備や証拠物を提出する必要性は変わらない。よって、不服申立期間を取消訴

訟の出訴期間と同じく６月以内とすべきである。 

  なお、不服申立期間の延長については、改正行政不服審査法の施行の日から適用するの

ではなく、国民の権利利益の救済という点からすれば、法案の成立と同時に、施行しなけ

ればならない。 

 

３． 国税不服申立制度の見直し（再調査の請求）について 

［要望内容］ 

「再調査の請求」に名称を改めてはならない。 

［要望理由］ 

大綱では「現行の審査請求に前置する「異議申立て」は「再調査の請求（仮称）」に改

める」見直しが行われているが、「再調査の請求」に名称を改めてはならない。 

  「再調査の請求」に改める案は、改正行政不服審査法によるものであるが、この名称は

行政救済制度の目的と一致しない名称である。「異議申立て」は、更正・決定処分等（以

下「課税処分」という。）という行政処分に対し不服があるから行うものであり、調査を

求めて行うものではない。 

  よって、課税処分に対する請求であることが明らかであるよう「異議申立て」という名

称を維持すべきであるが、「異議申立て」を廃止する以上、同じ名称を使用できないとい

うのであれば、「処分取消請求」等、課税処分に対する請求であることが明らかな名称に

改称すべきである。 

 


